
専門家登録情報 №７ 

氏名 上野 敏男 

所在地 埼玉県 

専門分野 経営全般・マーケティング・資金・労務・ビジネスプラン・ＩＴ・会社設

立・省エネ・その他（商店街、広域商業、物流業） 

所有する資格 中小企業診断士、調理師、中学・高校教諭免許、図書館司書教諭免許、   

大型自動車免許、防火管理者他 

経歴 昭和 52 年 3 月 国士舘大学第二政治経済学部政治学科卒業 

平成 23 年 3 月 宮城大学大学院事業構想学研究科博士前期課程 

（修士課程）修了 

昭和 48 年 3 月 陸上自衛隊第一普通科連隊 

昭和 52 年 3 月 陸上自衛隊第一普通科連隊満期退職 

昭和 52 年 3 月 ㈱エフ入社 

平成 7 年 3 月   同社退職 

平成 11 年 3 月 経営コンサルタント（中小企業診断士）として独立 

平成 15 年 4 月～平成 18 年 3 月 

 ㈶鳥取県産業振興機構 経営担当マネージャー 

平成 19 年 4 月～平成 21 年 3 月 

 ㈶福島県産業振興センター 応援コーディネーター 

平成 20 年 7 月～平成 22 年 3 月 

 ㈶仙台市産業振興事業団 ビジネス開発ディレクター 

平成 22 年 8 月～平成 23 年 3 月 

 ㈶岐阜県にぎわいまち公社 岐阜市商店街活性化プロデューサー 

平成 26 年 4 月～平成 27 年 3 月 

 （公財）群馬県産業支援機構 経営相談窓口常勤マネージャー 

上野コンサルティング事務所代表 埼玉県中小企業診断協会会員 感性工

学会正会員（宮城大学大学院） 

これまでの実績 ・群馬県産業支援機構経営総合相談窓口常勤マネージャー 

 （H26年 4月～H27年 3月） 

→常勤マネージャーとして非常勤マネジャー6 名の取りまとめ、月報のま

とめ、作成。群馬県優秀ビジネスプランコンテスト受賞企業支援。経営

革新計画県承認 2 社支援。ものづくり補助金採択企業 2 社作成支援。創

業補助金採択企業 1 社作成支援。創業支援にて①洋菓子製造・小売業が

H26年 10月前橋市内にてオープン、②スポーツジム（クライミング）が

高崎市内、H27年 3月オープン、創業全般にわたり指導、支援多数。 

 

 



・上野コンサルティング事務所（代表：中小企業診断士）として経営診断、

経営指導（全国）（H11年 3月～継続） 

→全国の企業での創業支援、事業承継、百貨店業界進出支援等多数の実績

を保持。その他、商工会等からの依頼によるセミナーの実施。 

 中小企業診断協会東京支部開催「３次実習」指導員として、中小企業診

診断士 2次合格者に対し、実習指導を行った。 

 

・（財）鳥取県産業振興機構経営担当マネージャー 

 （H15年 4月～H18年 3月） 

→3年間で延べ 470社、約 1650件の経営相談、経営指導。専門家派遣制度

担当として 169社、940回専門家派遣実施。新事業可能性調査事業担当。

企業再生支援協議会プロジェクトチームとして企業再生支援他多数。産

学金官連携支援。鳥取県内酒類製造業者（蔵元）と都内飲食店との販路

開拓支援及び都内卸売業者紹介等マッチング支援及び首都圏小売業者紹

介支援他。 

 

・（財）福島県産業振興センター応援コーディネーター 

（H19年 4月～H21年 3月） 

→旅館リニューアルオープン指導、経営分析、事業計画作成支援。岩盤浴・

理容商材卸売業者資金繰り改善、マーケティング、営業戦略構築支援、

食品卸売業経営改善、ガソリンスタンド資金繰り改善、地域資源開発販

促支援他多数。セミナー講師として郡山、相馬市等で講演他。 

 

・（財）仙台市産業振興事業団ビジネス開発ディレクター 

 （H20年 7月～H22年 3月） 

→経営全般、創業、起業支援、商店街支援。JA全農みやぎレストラン直営

開業支援、産直レストランオープン支援。女性創業者（食品製造業）支

援。IT（携帯販促）女性創業者支援。商業協同組合（450 坪程度のスー

パー）店舗経営診断、売場改善、販促支援、宮城県中小企業団体中央会

「勉強会」講師他多数。 

 

・経営革新計画支援実績 

（H11.3～現在まで） 

→相談から経営革新計画策定支援、計画承認後のフォロー等を埼玉県 

東京都、鳥取県、福島県、宮城県、岐阜県、広島県、群馬県等で 80件程

度実績。平成 15 年～平成 18 年まで 3 年間鳥取県の「経営革新」、「創造

法（時限：立法）」、「国・県等各種補助金」審査員実績。各県で経営革新

計画以外の事業計画作成支援（経営改善計画、創業計画等含む）、その後



の事業進捗状況確認（助言・アドバイス等）等 PDCA事業支援多数。 

 


